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研究要旨 

 台風やハリケーン等による洪水，及び津波等の大規模な自然災害時には，公衆衛生の基盤と

なる上下水道システムの機能が停止し，病原微生物によって汚染された飲用水や生活用水を利

用することにより感染症が発生するリスクがある。本分担研究では，世界で過去 15 年間に発生

した大規模災害に着目し，被災地における水系感染症及び蚊媒介感染症の発生状況や飲用水の

水質に関する情報を整理し，その管理に関する国際的な動向を調査した。2004 年 12 月のスマ

トラ島沖地震による津波後には，被災地において下痢症，コレラ，赤痢，チフス等の散発的な

発生が見られたが，大規模な流行には至らなかった。スリランカでは，政府が水系感染症の流

行対策として早期から塩素消毒された飲用水と衛生的な居住環境の供給を徹底したため，飲用

水は微生物学的に概ね良好な水質だった。2005 年 8 月に米国ルイジアナ州を襲ったハリケー

ン・カトリーナ後には，テキサス州ヒューストンの避難所において 1,169 人の感染性胃腸炎の

集団発生があり，患者便試料からはノロウイルスが検出された。2011 年 3 月の東北地方太平洋

沖地震後の福島県郡山市の避難所においても，ノロウイルスによる 212 人の感染性胃腸炎の集

団発生が見られた。大規模災害発生後に水系感染による胃腸炎の流行は確認されなかったが，

避難所において汚物や汚染物が適切に処理されなかったり，トイレが衛生的でなかったために，

集団発生が起こった可能性が指摘された。途上国においては，洪水や津波の発生後に創傷感染

による破傷風やレプトスピラ症の流行があり，傷口を洗浄し衛生的に保つためには，衛生的な

環境に加えて安全な水の供給が不可欠であると考えられた。また，国際的な動向として，SDGs

のターゲットや気候変動を考慮した WSPs 策定ガイダンスにおいて，災害時の感染症対策につ

いて言及されていた。 

 

A. 研究目的 

 台風やハリケーン等に伴う集中豪雨による洪

水や土石流，及び地震や津波等の大規模災害時に

は，上下水道システムが機能を失い，安全な水の

供給や衛生的な環境の維持が困難な状況が生じ

る。その結果，不衛生な水を直接または間接的に

摂取することによる下痢症等の水系感染症や水

溜まりで蚊が大量に発生することによるマラリ

アやデング熱等の蚊媒介性感染症のリスクが高

まる。また，避難所においては，避難者が密集す

ることにより衛生的な生活が制限され，下痢症や

呼吸器感染症の集団発生が起こることが問題と

して指摘されている。 

 洪水は，世界で も頻繁に見られ，近年気候変

動との関連も指摘されている自然災害であり 1)，

我が国においても平成 26 年 8 月豪雨，平成 27 年

9 月関東・東北豪雨，平成 28 年台風 10 号，及び

平成 29 年 7 月九州北部豪雨により毎年のように

発生している。グローバル化がますます進み，ま

た IT の発達に伴い交通と物流がさらに高速化し

た現代社会においては，人と物と共に病原体も海

外とを往来するため，国際的に感染が拡大しやす

い状況にある。2014 年 8 月に代々木公園で蚊に刺

されたことによりデング熱患者が発生し， 終的
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に都内で 108 人の患者が報告されるに至ったこと

は記憶に新しいところである 2)。また，2015〜2016

年には，デングウイルスと同様にヤブカ属の蚊に

よって媒介されるジカウイルスによる感染症が

中南米諸国を中心に流行し 3)，日本への輸入症例

も確認された 4)。また，病原体は，感染していて

も症状のない不顕性感染者によっても国内に移

入するリスクがあることが知られている。 

 国内では流行していない感染症の病原体が移

入するリスクがある中，近年頻発している極端な

気象状況による災害時には，安全な水や衛生的な

環境へのアクセスが制限されるために下痢症を

はじめとする水系感染症や蚊媒介感染症のリス

クが高まることが懸念される。しかしながら，近

年国内外において発生した大規模災害後に被災

地における水系感染症や蚊媒介感染症の流行状

況をまとめた報告は非常に限られている 1)。以上

のような背景のもと，本分担研究では，世界で過

去 15 年間に発生した大規模災害に着目し，被災

地における水系感染症及び蚊媒介感染症の発生

状況や飲用水の水質に関する情報を整理するこ

ととした。さらに，大規模災害時の感染リスク管

理に関する国際的な動向を調査した。 

 

B. 結果 

１．スマトラ島沖地震による津波後の感染症発生

状況 

 2004 年 12 月 26 日，インドネシア西部スマトラ

島北西沖のインド洋でマグニチュード 9.1 の地震

が発生したことにより，平均で高さ 10 m の津波

がインド洋沿岸に押し寄せ，スリランカ，インド，

インドネシア，タイ，マレーシア，ミャンマー，

モルディブ，東アフリカ諸国を含めた 14 カ国に

おいて，およそ 23 万人の死者・行方不明者が発

生した 5)。 

 菅又ら（2007）は，津波の被害が も甚大だっ

たスマトラ島のアチェ州において 2005 年 1 月に，

はしか，破傷風，コレラの患者が発生したこと，

及び 2 月には風邪や発熱等の内科疾患が増加した

ことを報告した 6)。Muriuki ら（2012）はマラリア

の罹患率を調査し，アチェ州の罹患率がインドネ

シア全体の平均よりも高かったことを明らかに

した 7)。津波後には，広範囲に塩分を含んだ水溜

まりでき蚊が繁殖しやすくなること，および蚊が

大発生している真っただ中に多くのマラリア感

染者が避難のために移動し，非感染者の側に近づ

くことにより，マラリアが流行するリスクが高ま

ることが指摘されている 8)。 

 青柳ら（2006）は，スマトラ島沖地震発生から

およそ２ヶ月半後にスリランカ南部の津波被災

地において，飲用の給水タンク水と井戸水の微生

物汚染およびトイレの設置・管理状況等の衛生状

況を調査した 9)。給水タンク，簡易浄水器，及び

ボトルの水試料（N=6）は，2 試料で一般細菌陽

性であったが，大腸菌群は検出されず，ほとんど

が飲用に適していた。一方で，調査した全ての井

戸水試料（N=4）からは，糞便汚染の指標となる

大腸菌群または大腸菌が検出された。津波被災地

においては，衛生環境の悪化からコレラ，赤痢，

チフス等の重篤な感染症の流行が懸念されたた

め，スリランカ政府はその対策として早期から塩

素消毒された飲用水と衛生的な居住環境の供給

を徹底した。その結果，下痢症を始めとする感染

症の流行は抑制されたと報告した 9)。 

 

２．ハリケーン・カトリーナ後の避難所における

感染性胃腸炎の流行 

 ハリケーン・カトリーナは，2005 年 8 月 25 日

にフロリダ半島に上陸し，その後 8 月 29 日にル

イジアナ州に再上陸した。その際，テキサス州ヒ

ューストンに 24 万人が避難したと推計されてい

る。8 月 31 日には，24,000 人が Reliant 公園の避

難所に避難していた。米国疾病予防管理センター

（CDC）の報告によると，Reliant 公園の内科診療

所において，9 月 2 日に下痢と嘔吐を伴う感染性

胃腸炎患者の増加が認められ，9 月 12 日までの期

間に受診した 6,500 人のうち，1,169 人（18%）が

感染性胃腸炎症状を訴えた 10)。44 人の患者便のう

ち，22 検体（50%）からノロウイルスが検出され

た。 

 ルイジアナ州では，9 月 8 日から 25 日までの期

間に，皮膚感染症が 640 例，急性呼吸器感染症が

505 例，下痢症が 146 例発生した 11)。また，テキ

サス州ダラスでは，メチシリン耐性黄色ブドウ球

菌（MRSA）による皮膚感染がおよそ 30 例報告さ

れ た 12) 。 ま た ， Vibrio vulnificus 及 び V. 

parahaemolyticus による創傷感染が 24 例発生し，

そのうち 6 例が死亡した。 
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３．台風 Ketsana によるマニラ首都圏におけるレ

プトスピラ症の流行 

 台風 Ketsana は，2009 年 9 月 26 日にフィリピ

ンのルソン島を横断し，集中豪雨をもたらした。

マニラ首都圏では 8 割近くが冠水し，約 2 ヶ月半

後も水が引くことなく冠水が続いたため 13)，被災

者は汚染された環境水が居住環境の側に存在す

る状態で長期間生活することを余儀なくされた
14)。マニラ首都圏においては，病原性レプトスピ

ラに汚染された水や土壌を介して伝播する人獣

共通細菌感染症のレプトスピラ症が流行し，2009

年 10 月 1 日から 11 月 19 日の期間に 2,299 名が発

症し，178 名が死亡した 13, 14)。沼澤ら（2011）は，

2009 年 10 月，11 月，及び 12 月に洪水試料及び

河川水試料を採取し（N=37），リアルタイム PCR

法を用いて 34 試料から病原性レプトスピラ遺伝

子を検出した 14)。クローニング・シーケンシング

の結果，陽性試料の中には 3 種の病原性レプトス

ピラ（L. wolffii, L. licerasiae, L. kmetyi）が含まれて

いたことを報告した。 

 

４．東北地方太平洋沖地震による東日本大震災後

の避難所における嘔吐・下痢症の流行 

 2011 年 3 月 11 日に三陸沖の太平洋でマグニチ

ュード 9.0 の地震が発生し，岩手県，宮城県，福

島県では高さが 4〜9 m 以上の津波が押し寄せ，

沿岸部や平野部で甚大な被害を出した。警視庁に

よると，2018 年 3 月現在で，15,895 人の死者，2,539

人の行方不明者が発生した 15)。 

 関谷ら（2011）によると，2011 年 4 月 7 日以降

に福島県郡山市の避難所において，嘔吐，下痢の

症状を呈した患者が増加し，3 名の便検体からノ

ロウイルス GII.4 が検出された 16)。2011 年 3 月 25

日以降に嘔吐または 1 回以上の下痢の症状があり

救護所を受診し，かつ整腸薬等を処方された者は，

計 212 例あったと報告した。集団発生後には，感

染拡大防止を目的とした手指の衛生と環境の清

掃・消毒が徹底され，4 月 20 日には終息した。 

 郡山市の避難所においては，インフルエンザの

散発的な発生が 7 例報告されたが，早期対応によ

り感染拡大には至らなかった 17)。その後，福島県

の県南地域においては，5 月に約 30 名の急性呼吸

器感染症集団発生事例，7～8 月には計 23 名の急

性呼吸器感染症が報告された 18)。茨城県において

は，インフルエンザ様疾患及び急性下痢症の散発

的な発生が見られたが，集団発生には至らなかっ

た 19)。 

 

５．タイ洪水による感染症の発生 

 タイでは，2011 年 6 月から 9 月まで雨季と台風

により平年の 1.2～1.8 倍の大雨を記録した 20)。そ

の結果，7 月末から 3 ヶ月以上に渡ってタイ 

北部や中部地方のチャオプラヤー川流域におい

て大洪水が発生し，1,360 万人の生活に影響が生

じ，851 人が犠牲になった。UN はデング熱等の

蚊媒介性感染症の予防に殺虫剤処理した蚊帳を 2

万個配布し 21)，UNICEF は感染性疾患の流行対策

として 3 万個の衛生用品を配布した 22)。 

 山川ら（2012）は，2011 年 11 月下旬にタイ中

央部のノンタブリー県及びパトゥンタニー県に

おいて実施された医療支援活動に訪れた患者に

多く見られた健康問題を調査し，筋・関節痛，慢

性疾患，及び急性呼吸器感染症（上気道・下気道

を含む）が高い割合だったことを報告した 23)。そ

の中で，学校に避難していた患者における急性呼

吸器感染症の有病割合が他の避難所（寺や集団用

テント）よりも高く，その要因の一つとして，学

校が他の避難所と比較して人が密集し閉鎖的な

空間だった可能性を指摘した。WHO・タイ保健

省・米国 CDC 共同センターによっても，被災者

に急性呼吸器感染症，結膜炎，下痢症等が見られ

たことが報告されたが 23)，それらの感染症の流行

に関する報告はなかった。 

 

６．スマトラ島沖地震以前の大規模災害における

感染症流行状況 

 國井は，大規模な地震による津波発生後の感染

症流行状況を調査し，1964年3月のアラスカ地震，

1964 年 4 月のアリューシャン地震（米国），1993

年 7 月の北海道南西沖地震（奥尻島地震），及び

1998 年 7 月パプア・ニューギニア地震の津波発生

後に，被災地において下痢症，マラリア等の感染

症が流行した事実はないと報告した 24)。また，菅

又ら（2007）は，1995 年 1 月の兵庫県南部地震に

よる阪神・淡路大震災においても，感染症の流行

はなかったと報告した 6)。避難所において，イン

フルエンザウイルスの感染が確認された場合に
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のみ避難者にワクチンの接種を行う等，地震発生

の翌日から感染症の原因微生物を特定して治療

や予防対策が実施されたことが奏功したと考察

した 6)。さらに，1999 年 8 月のイズミット地震（ト

ルコ），2003 年 9 月の平成 15 年十勝沖地震，2004

年 10 月の新潟県中越地震においても，感染症の

流行はなかったと報告した 6)。 

 

７．災害時感染症対策の世界的動向 

 国連の「持続可能な開発のための 2030 アジェ

ンダ」における「持続可能な開発目標」（SDGs）

は，今後の国際社会の動向を決定する世界的な取

り組みの一つである。災害時の感染症対策の視点

からは，そのターゲット 11.5 に示された，水に関

連する災害による死者や被災者数の大幅な削減

が例として挙げられる。その他，極端な気象状況

等への脆弱性の低減を示したターゲット 1.5 や，

気候関連災害や自然災害に対する強靭性及び適

応性の強化を謳ったターゲット 13.1 もその例と

言える。これらのターゲットはいずれもその指標

として，10 万人当たりの災害による死者数，行方

不明者数，直接的負傷者数を挙げている。 

 一方，WHO の推進する水安全計画（WSPs）は，

水道システムにおける危害評価と危害管理を行

い，安全な水の供給を確実にするためのリスクマ

ネジメント手法であり，ここ 10 年間でその導入

が急速に進んでいる 25)。特に気候変動に対しては，

2017 年に WHO より，WSPs における気候変動の

水質・水量に与えるリスクの特定・管理を目的と

したガイダンスが出された 26)。このガイダンスで

は，豪雨と感染症の因果経路として，衛生的な水

の不足，洪水による水衛生設備の損壊，適切に機

能していない下水道からのオーバーフロー等が

挙げられている。また，災害に対する脆弱性は地

域ごとに評価すべきであることや，その際に歴史

的な記録を参照することに加え，将来の気候変動

データを用いたモデルシミュレーション 27)の必

要性も示されている。そもそも本ガイダンスは，

WHO/IWA の水安全計画マニュアル 28)に記載され

ている WSP モジュールと整合しており，WSP プ

ロセスに気候変動を組み込む具体的手順が，各モ

ジュールごとに示されている。例えば，ハザード

の特定とリスクアセスメントにおいては，クリプ

トスポリジウム等の病原体が，降水強度の増加に

伴って表層土壌粒子とともに高い濃度で水源に

混入すること，さらにそれが長期間の乾燥や山火

事で助長されることが，例示されている。他方，

普段使用している，すなわち長年にわたって水源

とはタイプの異なる代替水源を使用する場合の

専門知識の欠如も問題として挙げられていた。こ

れは気候変動に伴う水不足が生じた場合の留意

事項として示されているが，災害時の留意事項と

しても重要であろう。 

 

C. 結論 

 本研究では，世界で過去 15 年間に発生した大

規模災害として，スマトラ島沖地震（2004 年 12

月），ハリケーン・カトリーナ（2005 年 8 月），台

風 Ketsana（2009 年 9 月），東北地方太平洋沖地震

（2011 年 3 月），及びタイ洪水（2011 年 6 月）に

おける水系感染症及び蚊媒介性感染症の流行状

況を調査した。その結果，スマトラ島沖地震によ

る津波後にはアチェ州においてマラリアの流行

が，ハリケーン・カトリーナ及び東北地方太平洋

沖地震後には避難所においてノロウイルスによ

る感染性胃腸炎の流行が確認された。途上国の被

災地においては，下痢症，コレラ，赤痢，チフス

等の発生が見られたが，大規模な流行には至らな

かった。一方で，津波や洪水の発生後に創傷感染

による破傷風やレプトスピラ症の流行があり，傷

口を洗浄し衛生的に保つためには，衛生的な環境

に加えて安全な水の供給が不可欠であると考え

られた。また，国際的な動向として，SDGs のタ

ーゲットや気候変動を考慮した WSPs 策定ガイダ

ンスにおいて，災害時における感染症対策に関す

る言及が見られた。 

 近年，梅雨前線に伴う集中豪雨の頻発や真夏日

の記録更新等，極端な気象状況が顕在化している。

例えば東京の 2017 年 7 月の 高気温（31.8℃）お

よび 低気温（24.0℃）は，同時期の東南アジア

諸国の都市とほとんど差がない状況である。また，

2017 年の訪日外客数は，5 年前の 3.4 倍に増え，

28,691,073 人である 29)。今後も上述したような極

端現象が起きやすくなることが指摘されている

だけでなく，2020 年東京オリンピック・パラリン

ピック競技大会に向けて訪日外客数がさらに増

加すると考えられることから，大規模災害に対し

て強靱な上下水道システムを整備することが重
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要である。 

 

D. 健康危険情報 

該当なし 

 

E. 研究発表 

1) 論文発表 

該当なし 

 

2) 学会発表 

該当なし 

 

F. 知的財産権の出願・登録状況 (予定も含む。) 

1) 特許取得 

該当なし 

 

2) 実用新案登録 

該当なし 

 

3) その他 

該当なし 
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